
はじめに（紙申請をされる方はExcel様式の自動計算版シートをご活用ください）

○自動計算版シートをクリックしてください。

Administrator
タイプライターテキスト
沖縄県交通事業者安全・安心確保支援事業補助金の申請について



紙申請記載例

令和6年4月24日

本補助金の申請にあたり、次の全ての事項について宣誓します。□に✓を入れてください。

□１ 下記の記載に対し、誤りがないこと。

□２ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が沖縄県暴力団排除

条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員に該当せず、

かつ、将来にわたっても該当しないこと、また、上記の暴力団及び暴力団員が、

申請事業者の経営に事実上参画していないこと。

□３ 本補助金の給付を受けた後においても事業を継続する意思があること。

□４ 本申請の内容に虚偽等が判明した場合は、本補助金の返還等に応じます。

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

代表者名 役職

申請金額        

１．燃料費 (単位:円)

 

様式第１号（第５条関係）

沖縄県知事 殿

沖縄県交通事業者安全・安心確保支援事業補助金

交付申請書

認定等登録番号(任意) 業種 貨物自動車運送事業者

交通 太郎 代表取締役社⾧

電話番号 098-866-2045

E-mail koutsu-shien@pref.okinawa.lg.jp

住 所 沖縄県那覇市泉崎１－２－２
テストカモツウンソウカブシキガイシャ

法人名・屋号 テスト貨物運送株式会社
コウツウ タロウ

298,000 円（※３ページ目のN+N'を転記）

１）R5.10～12

H31(R1)
10月 11月 12月 A：合計

298,765 287,654

1,082,793

B/保有台数

216,559

B/保有台数≧3万円なら２へ

1/3

276,543 862,962

R5
10月 11月 12月 B：合計

390,123 380,325 312,345

忘れずにチェックして

ください。

エクセルの様式を使

用する場合、灰色の

セルは計算式が入力

されているため、自

動計算されます。



紙申請記載例

 

２．売上高 (単位:円)

３．売上高に占める燃料費割合(単位:％)

Ｆ＞Ｅ又は

Ｏ>Ｐであれば４へ

４．補助対象経費 (単位:％、円)

H'-I'
117.7% 1,003,353 852,466 150,887

2/3

117.7% 984,357 836,327 148,030
２）R6.1～3

G': 燃 料 高 騰 率 (%)
H'：R6燃料費税抜額

I'=H'/G'
J':補助対象経費

B'/1.1

１）R5.10～12

G: 燃 料 高 騰 率 (%)
H：R5燃料費税抜額

I=H/G
J:補助対象経費

B/1.1 H-I

3-1.   経常損益額 (単位：円) 
O：H31(R1) 3,650,000
Ｐ：R5 2,890,000

E=(A＋A’)/(C＋C’) 0.254901934
F=(B+B')/(D+D') 0.293881989

R6
１月 ２月 ３月 D'：合計

1,300,000 1,300,000 1,350,000 3,950,000

２）R6.1～3

R2
１月 ２月 ３月 C'：合計

1,240,000 1,320,000 1,380,000 3,940,000

R５
10月 11月 12月 D：合計

1,150,000 1,200,000 1,140,000 3,490,000

１）R5.10～12

H31(R1)
10月 11月 12月 C：合計

1,100,000 1,080,000 1,120,000 3,300,000

B’/保有台数
220,738

B’/保有台数≧3万円なら２へ

R6
１月 2月 3月 B’：合計

356,898 367,890 378,901 1,103,689

R2
１月 ２月 ３月 A’：合計

350,597 321,019 310,912 982,528

２）R6.1～3

「燃料費率の増加」
を満たす場合、2.売上
高の入力が必要です。
※その場合、3-1.経常
損益額は入力不要で
す。

「経常損益額の減少」を満たす場合、
3-1経常損益額の入力が必要です。
※その場合、2.売上高、3.売上高に占
める燃料費割合は入力不要です。



紙申請記載例

５．基準額 (単位:円、台)

L:保有台数

L':保有台数

６．補助額（千円未満切り捨て） (単位:円)

７．口座情報

８．留意事項
 ※     その他提出資料
  ・ 申請時に記載した月ごとの燃料費がわかる資料
   （確定申告資料、事業実績報告書、その他既存の管理資料など）
  ・ 申請時に記載した月ごとの売上高がわかる資料
   （確定申告資料、事業実績報告書、その他既存の管理資料など）

        ・ 振込先口座の通帳の写し（表面・裏面）
   ※銀行名、支店名、店番、口座番号、口座名義、名義フリガナが確認できること
  ・ 保有台数、事業者番号がわかる資料（例：輸送実績報告書など）
   ※保有台数とは、国から認可等を受けた車両数

店 番 251 口 座 番 号 0123456

3/3

フ リ ガ ナ テストカモツウンソウ（カ
金 融 機 関 名 沖縄銀行 支 店 名 県庁出張所

預 金 種 別 □ 普通預金 □ 当座預金
口 座 名 義 人 テスト貨物運送株式会社

１）R5.10～12 ２）R6.1～3

N:J、Mを比較して少ない額 N':J'、M'を比較して少ない額

148,000 150,000

２）R6.1～3

K':一台当たりの燃料高騰相当額 M'：基準額＝K'×L'
31,000 5 155,000

１）R5.10～12

K:一台当たりの燃料高騰相当額 M：基準額＝K×L
32,000 5 160,000

保有台数は、令和６年
３月31日時点で認可等
を受けている台数を記
載してください。

琉球銀行とそれ以外の銀行でフリガナの略語が異な
ります。下の例で琉球銀行の口座の場合、
「テストカモツウンソウ．カ」と登録してください。



添付資料例

燃料費支出額内訳 （単位：円）

参考資料：請求書を元に作成

・比較対照（令和元年度）
平成31年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

１０月 １１月 １２月 令和２年１月 ２月 ３月 合計

0

令和５年度
令和５年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

１０月 １１月 １２月 令和6年１月 ２月 ３月 合計

0

【記載の注意点】

 ①消費税込みの金額を記載すること。

 （H31.４月から９月→８％、R1.１０月以降 →１０％）

 ②損益計算書上の燃料費を記載すること。

 ③損益計算書を作成していない場合は、給油所の請求書等を元に記載すること。

 なお、請求書等を元に作成する場合は、燃料費以外のオイル・添加剤等は除くこと。

会社名：テスト貨物運送（株）

担当者名：交通 太郎



添付資料例

売上額内訳 （単位：円）

参考資料：損益計算書を元に作成

・比較対照（令和元年度）
平成31年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

１０月 １１月 １２月 令和２年１月 ２月 ３月 合計

0

令和５年度
令和５年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

１０月 １１月 １２月 令和6年１月 ２月 ３月 合計

0

【記載の注意点】

 ①消費税込みの金額を記載すること。

 （H31.４月から９月→８％、R1.１０月以降 →１０％）

 ②売上高については、「運送売上」のみ計上することとし、その他の収入は除くこと。

   ※「運送売上」以外の預かり料、手数料等のその他の収入は対象外。

 ③損益計算書上の運送売上を記載すること。

会社名：テスト貨物運送（株）

担当者名：交通 太郎

 ④損益計算書を作成していない場合は、各社売上を管理している資料を元に

  記載すること。



（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番）

営 業 外 損 益

経 常 損 益

営業外
費　用

金 融 費 用

そ の 他

合 計

営業外
収　益

金 融 収 益

そ の 他

合 計

管理費 計

合 計

営 業 損 益

一　般 人 件 費

そ の 他

フ ェ リ ー ボ ー ト 利 用 料

そ の 他

計

施 設 賦 課 税

事 故 賠 償 費

道 路 使 用 料

保 険 料

施 設 使 用 料

自 動 車 リ ー ス 料

修 繕 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計

減 価 償 却 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計

合 計

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
費
　
　
　
　
用

運
　
　
送
　
　
費

人 件 費

燃 料 油 脂 費

ガ ソ リ ン 費

軽 油 費

営
業
収
益

運
送
収
入

貨 物 運 賃

そ の 他

計

運 送 雑 収

そ の 他

計

住 所

事 業 者 名

（単位：千円）

第２号様式
事 業 者 番 号

一般貨物自動車運送事業損益明細表
　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

添付資料例（経常損益額）

medorumy
四角形



第4号様式（第2条関係）（日本工業規格A列4番）                                  

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

備考 1 . 区分の欄は、該当する事項を○で囲むこと。
2 . 従業員数は、兼営事業がある場合は、主として当該事業に従事している人数及び共通部門に従事している従業員のうち当該事業分
として適正な基準により配分した人数とし、運転者数を含むものとする。

3 . 事業内容については、主なもの三項目以内を○で囲むこと。
4 . 危険物等とは、自動車事故報告規則(昭和26年運輸省令第101号)別記様式の(注)の「積載危険物等」をいう。
5 . 輸送実績については、地方運輸局の管轄区域ごとに、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所に配置されている事業用
自動車の輸送実績（ただし、輸送トン数（利用運送）については、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所において行っ
た貨物自動車利用運送に係る貨物取扱量）について記載すること。

6 . 交通事故とは、道路交通法(昭和23年法律第105号)第72条第1項の交通事故をいう。

7 . 重大事故とは、自動車事故報告規則第2条の事故をいう。

沖縄

九州

事故件数（前年4月1日から3月31日まで）

交通事故件数 重大事故件数 死者数 負傷者数

全国計

四国

中国

近畿

中部

関東

北陸信越

北海道

東北

輸送実績（前年4月1日から3月31日まで）

延実在車両数
（日車）

延実働車両数
（日車）

走行キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

実車キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

・ コンクリートミキサー車による生コンクリート輸送
・

その他

・ 危険物等輸送

輸送トン数
営業収入
（千円）

実運送
（トン）

利用運送
（トン）

・ 基準緩和認定車両による長大物品等輸送 ・ 原木、製材輸送

・ 国際海上コンテナ輸送 ・ 引越輸送

事業内容（前年4月1日から3月31日まで）

・ ダンプによる土砂等輸送 ・ 冷凍、冷蔵輸送

運転者数両

事業概況（　　　　　　年3月31日現在）

人

事業者名

代表者名

電話番号

人

区分
一般

特定 事業者番号
特積 利用 霊柩

貨物自動車運送事業実績報告書

住　　所
あて

事業用自動車 従業員数

添付資料例（台数）

medorumy
四角形




